




























平 井 一 雄
民法条第２項所定の差押え､ 仮差押え､ 又は仮処分は､ 裁判所による請求債権の認
定すなわち公の確証 (差押え又は仮処分の場合は､ 裁判所による暫定的認定になる｡) が
存しており､ 被差押債権に関するものとは規範的意味合いが質的に異なるというべきであ
る｡







本判決の扱った問題は､ 先行する裁判例が分かれており､ 学説も肯定・否定があり､ そ
れにもかかわらず未だ最高裁判所の判断が示されていないという､ 興味あるものである｡
まず､ 先行裁判例をみることとする｡ 本判決とは逆に､ 時効中断を認めるものとしては､
大阪地岸和田支判昭和・・(判時		)､ 東京高判昭和	・・(判時
		)､
横浜地川崎支判昭和	・・	(判タ) などがあるが､ ここでは､ 昭和	年の東京


























他方､ 否定する裁判例は､ 本判決および本判決の原審 (東京地判平成・・金判














では､ はたして､ 仮差押によって､ 債務者は第三債務者に対して有する債権を行使する
に由ない状態､ 年３月判決に言う ｢自己に権利の上に眠る自由さえなくなっている｣ (
年３月判決①) のであろうか｡ この点につき､ 否定説に立つ同じく前記東京高裁年６月





在を指摘している｡ この判例は､ 仮差押の効力に関し､ 従来の通説であった訴却下説を斥
けて､ 無条件即時給付説に従い､ 大審院判例を変更したものとされているので､ 少しく長
文にわたるが以下に引用する｡
｢仮差押の目的は､ 債務者の財産の現状を保存して金銭債権の執行を保全するにあるか
ら､ その効力は､ 右目的に必要な限度において認められるのであり､ それ以上に債務者の
行為を制限するものと解すべきではない｡ これを債権に対する仮差押についてみると､ 仮









に解して､ 右仮差押債務者が当該債権につき債務名義を取得し､ また､ 時効中断の適切な
手段をとることができることになるのである｣｡
この立場に立脚すれば､ 債務者は､ 自ら時効中断をなしうるのであって､ 仮差押をうけ
た債務者は､ 当該の被差押債権につき全く権利行使をなしえない状態に置かれることとな




③の､ 取引における第三者保護という理由付けについては､ そもそも時効制度 (中断も
含めて) なるものが､ 取引安全保護なる思想に馴染むものかを問わなければなるまい｡ 取
引における第三者保護とは､ 表意者が一定の外形を作出し (原則として表意者になんらか
の帰責がもとめられる)､ その外形を信頼した第三者が取引行為をしたという場合を指す





いうことについて､ よく言われるのは､ 権利者が権利行使をしたことが､ 権利の上に眠る
という時効成立の基礎を打ち破るからだという説明である｡ しかし､ それがどの程度にい
たるまでの権利行使である必要があるのか､ という点をさておいても､ すくなくとも､ 外
形的にみて権利の行使がありさえすればよいのではなく､ 原則的には､ 権利者自らが権利
行使をするのでなければなるまい (そうでなければ､ 権利者が眠っていることに変わりは
ない)｡ 差押､ 仮差押､ 仮処分は､ 権利の現実的な実行行為という意味で中断事由となる

















































で､ 条第四の差押中に仮差押も含まれると解さなければならないが､ 起草者は､ 仏法
においては､ 執行差押 (即ち差押) 及び保存差押 (即ち仮差押) を総称して単に差押とい





法として区別があるのを見ないのに､ 民法はこれを顧みていない､ というのである｡ この














なお､ 証拠編条３項は､ 独立して条として､ ｢差押及ヒ仮差押ハ時効ノ利ヲ受ク
ル者ニ対シテ之ヲ為ササルトキハ之を其者ニ通知シタル後ニ非サレハ時効中断ノ効ヲ生セ












は同条 (現条) を適用する意味がなくなっているが､ 問題とされているのは､ 甲乙間
の債権の時効中断であり､ 乙丙間のそれではないことに注意を喚起したい｡
６. 検討
学説も､ 肯定・否定にわかれる｡ 我妻博士によると､ 本件のような場合には､ 債務者
(被差押債権の債権者) は独立に確認訴訟を提起して中断をすることはできるが､ ｢しかし､
そうまでしなくとも､ 本条 (条２項―平井注) を拡張してさしつかえないと考える
(８)
｣





他方､ 幾代博士は､ 差押などが時効中断事由たりうるためには､ それらが時効が問題と

































と述べられたうえで､ 中断効を認められる｡ 最高裁が､ 差押の効力につき､ なお債務者は
被差押債権につき給付訴訟を提起して無条件に勝訴判決をえて債務名義を取得しうる､ と




あるのであって､ むしろ､ 本件のような事例では､ 債務者が無資力の場合には､ 債権者は
債権者代位権の行使によって時効が中断する途が残されており､ これが救いとなるであろ
う｡












応する)､ () それが事実上困難であるとしても､ 甲においてより中断を認めるべき必要
性が高い乙無資力の場合には､ 債権者代位権の行使により､ 中断の途が残されていること､
















制度の機能からすれば､ 止むを得まい｡ むしろ､ いまさらの感なくもないが､ 債権者のす
る債務者の時効の援用ないし中断が､ 債権者代位に親しむかに一応触れておく必要があろ
う｡ というのは､ これを認容した最判昭和年９月日 (民集巻９号頁) では､ 松
田二郎裁判官の反対意見が付されているからである｡ 同裁判官は､ () 消滅時効の援用は
もっぱら援用権者の意思にかからしめられていること､ () これを認めることは､ 援用権
者の範囲を直接の受益者に限定する趣旨に反すること､ () 債権者間に不公平を生じる結










(５) いうまでもなく､ わが国の強制執行法はドイツの影響のもとに策定されるが､ ボアソナード自




三郎訳で司法省から刊行されている｡ 同書については､ 三ヶ月章 ｢ボアソナードの財産差押法草
案における執行制度の基本構想｣ 民事訴訟法研究第六巻 (有斐閣・昭和年) 所収をみられたい｡





(８) 我妻栄・新訂民法総則 (岩波書店・昭和年) 頁｡
(９) 川井健・川島武宜編注釈民法 (５) (有斐閣・昭和年) 頁｡
() 幾代通・民法総則 (第二版) (青林書院新社・年) 頁｡
() 川島武宜・民法総則 (有斐閣・昭和年) 貢
() 秦光昭・｢仮差押と被差押債権の時効中断の有無｣ 銀行法務・号貫以下｡
() 拙稿 ｢裁判上の催告について (１)｣ 民法拾遺第一巻頁以下 (初出､ 銀行法務,号)､ ｢裁
判上の催告について (２)｣ 同書頁以下 (初出､ 獨協法学号)､ ｢抵当権の実行と被担保債権
の時効中断の効力｣ 同書頁以下 (初出､ 現代裁判法大系(銀行取引・証券取引)・新日本法
規年)｡
() 秦､ 前掲頁は､ ｢いずれも債務者の債権の行使でありながら…時効中断の効力にこのような
違いをみとめる理由は何か｣ と問うておられる｡ しかし､ 差押えの場合には､ 甲の乙に対する債
権の行使であり､ 債権者代位権の場合は､ 乙の丙に対する債権を甲が代位して行使するのであっ
て､ 行使される債権の帰属は主体を異にする｡ また､ 同氏は､ 中断効を認めても差し支えない根
拠として､ 差押えについては裁判所の決定として公示性・記録保持性があることを説かれるが､
中断効が認められるのは､ 当該の権利の存在が公に確証されることに基づくので､ 単なる公示性・
記録保持性が存在すればよいというものではない｡ (年９月日稿了)
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